
（平成２６年６月２５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 36 件

厚生年金関係 36 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件



関東東京厚生年金 事案25287 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年３月 21 日から同年４月 10 日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を同年４月 10 日に訂正し、当該

期間の標準報酬月額を４万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年３月21日から同年９月22日まで 

Ａ社又はＣ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間当時、Ａ社から経営者が同じであるＣ社へ異動したが、継続して勤務してい

たので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 48 年３月 21 日から同年４月 10 日までの期間について、雇用

保険の加入記録及び申立人と同様に同年３月 21 日にＡ社において資格を喪失した元従

業員の供述から判断すると、申立人は、当該期間において、Ａ社及びＣ社に継続して勤

務していたと認められる。 

一方、事業所番号等索引簿及びオンライン記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用

事業所となったのは昭和 48年４月10日であるが、Ａ社の当時の経理責任者は、同社か

らＣ社に異動した従業員については、同社が厚生年金保険の適用事業所になるまでの期

間は、Ａ社で社会保険料を控除していた旨回答していることから判断すると、申立人は、

同年３月21日から同年４月 10日までの期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

及びＣ社は、当時の資料等が無いため不明としているが、申立人に係るＡ社の資格喪失

  



日（昭和48年３月 21日）が雇用保険の離職日の翌日であり、社会保険事務所及び公共

職業安定所の双方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が同年３月 21 日を

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間のうち、昭和 48 年４月 10 日から同年９月 22 日までの期間について、雇用

保険の加入記録並びにＡ社及びＣ社の元従業員の供述から、申立人の当該期間における

勤務は確認できない。 

また、Ｂ社及びＣ社は、当時の資料等が無いため申立人の当該期間における勤務実態

及び厚生年金保険の取扱いについては不明としている。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25288 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成 15 年８月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年７月31日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成15年７月 31日まで常勤し、給与から厚生年金保険料が控除されていたはずなの

で、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人に係る退職手続書及び申立期間後の

勤務先であるＢ社から提出されたＡ社における申立人の平成 15 年分給与所得の源泉徴

収票から、申立人は、申立期間も同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、上記源泉徴収票に記載されている社会保険料等の金額は、申立人のＡ社におけ

るオンライン記録を基に試算した社会保険料額より高額であり、その差額は１か月分の

社会保険料額とおおむね一致していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 15 年６月の

社会保険事務所（当時）の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を平

成15年８月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年７月31日と

誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行って

  



おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 32年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年９月25日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同様に、Ａ社及び事業主が同一であったＣ社に厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる同僚に照会したところ、回答があった複数の同僚が、申立人は申立期間当

時も継続してパンの製造業務に従事していた旨回答し、申立期間にも厚生年金保険料が

控除されていたと思う旨回答している。 

また、上記回答者のうち、申立期間当時の取締役及び製造部長（申立期間当時の事業

主の子）として勤務していた者は、申立人は複数の従業員と共にＤからＥの製造工場に

異動し、申立期間も継続して勤務しており、保険料控除も継続していた旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務し、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 32 年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、昭和33年５月 20日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同社の後継

会社であるＢ社は、商業登記上現存しているものの、所在地が不明であるため確認でき

ない上、Ａ社の申立期間当時の取締役及び製造部長であった者もどうしてこのような手

  



続になってしまっているか不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

  



関東東京厚生年金 事案25292 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15年 12月 12日は 83

万円、17年12月16日は81万2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年12月12日 

             ② 平成 17年12月16日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準賞与額に係る記

録が無いので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間①及び②に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

と認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書（賞与）において確認でき

る保険料控除額から判断される保険料率及び上記振込明細書において確認できる賞与振

込額を基に算出した厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 12 日は 83 万円、17

年12月16日は81万2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を108万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 15 年 11 月度及び同年 12 月度の給与明細書において確認

できる支給額累計及び社会保険料累計のそれぞれの差額並びにＡ社から提出された金融

機関の振込明細書（振込種別：賞与）により、申立人は、申立期間に同社から108万円

の賞与の支払を受け、当該賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25294 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 92 万 8,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、92万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25295 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、15 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25296 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、15 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25297 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 73 万 1,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、73万1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25298 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 71 万 8,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、71 万 8,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 83 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

  Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の取引金融機関から提出された預金取引明細表、Ａ社から提出された金融機関

の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出された給与明細書（賞与）から判

断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記預金取引明細表において確認できる振

込額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、83 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25300 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 81 万 9,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、81 万 9,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25301 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を117万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、117万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25302 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 54 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、54万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25303 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 35 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、35万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25304 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 66 万 3,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の取引金融機関から提出された預金取引明細表、Ａ社から提出された金融機関

の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出された給与明細書（賞与）から判

断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書において確認できる振込額

を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、66 万 3,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、20 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25306 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 71 万 3,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、71 万 3,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25307 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 47 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、47 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 29 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、29 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 23 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、23 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 61 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、61 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 35 万 5,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の取引金融機関から提出された普通預金元帳、Ａ社から提出された金融機関の

振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出された給与明細書（賞与）から判断

すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記普通預金元帳において確認できる振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、35 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 44 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された金融機関の振込明細書（振込種別：賞与）及び従業員から提出さ

れた給与明細書（賞与）から判断すると、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記振込明細書に記載されている賞与振込

額を基に算出した厚生年金保険料控除額及び賞与額から、44 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主が申立てど

おりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについて、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 

  



関東東京厚生年金 事案25313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 17 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年12月12日 

    Ａ社で受けた賞与のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額に係る記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書（賞与）により、申立人は、申立期間にＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記給与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額及び賞与額から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

  



関東東京厚生年金 事案25314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年 12月 10日及び 16年７月 10日に係る標準賞与額については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の15年12月

19日及び 16年７月 16日における標準賞与額に係る記録を 50万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年12月19日 

             ② 平成 16年７月16日 

             ③ 平成 17年７月 

             ④ 平成17年12月 

Ａ事業所（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間

①及び②の標準賞与額は年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ており、申立期間③及び④は標準賞与額の記録が無い。調査の上、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、Ｂ社から提出された手当一覧及び同社の元従業員から提

出された賞与明細書から判断すると、申立人は、当該期間において賞与の支払を受け、

その主張する標準賞与額（50 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたと認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社

  



会保険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③及び④について、Ｂ社から提出された手当一覧によると、申立人に

対して賞与が支払われていないことが確認できる。 

   また、当該期間の賞与についてＢ社は、当時は全員に賞与は出せず、管理職等には我

慢してもらった旨回答している上、同社の取締役は、｢時期は覚えていないが、賞与に

ついて幹部は我慢し、若い子に出そうという時期があり、申立人も幹部に含まれていた。

幹部については賞与ではなく、一時金を給与に含めて支給するようなことがあった。｣

と供述している。 

   さらに、Ｂ社の元従業員から提出された平成 17 年 12 月度給与明細書（支給日同年

12 月 22 日）によると、同社から提出された手当一覧に記載されている賞与額と同額の

「その他手当」の支給があるものの、当該手当に見合う厚生年金保険料は控除されてい

ないことが確認できる。 

   このほか、申立期間③及び④について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間③及び④について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  



関東東京厚生年金 事案25315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年12月10日、16年７月10日、18年７月10日及び同年12月10日

の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間①、②、④

及び⑤に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、15 年 12 月 19 日は 60

万円、16年７月 16日は 65万円、18年７月 19日は 50万円、同年 12月 20日は 100万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月19日 

             ② 平成 16年７月16日 

             ③ 平成 16年12月10日 

             ④ 平成 18年７月19日 

             ⑤ 平成 18年12月20日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は年金の給付

に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②、④及び⑤について、申立人から提出された賞与明細書、Ａ社から提

出された手当一覧、金融機関から提出された申立人に係る「お取引明細表」及び複数の

従業員から提出された賞与明細書から判断すると、申立人は、当該期間において賞与の

支払を受け、その主張する標準賞与額（申立期間①は 60万円、申立期間②は65万円、

申立期間④は 50 万円、申立期間⑤は 100 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたと認められる。 

  



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社

会保険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③について、Ａ社から提出された手当一覧により、申立人が主張して

いるとおり賞与が支払われていたことが推認できるが、申立人から提出された平成 16

年 12 月度の給与明細書によると、上記手当一覧に記載された賞与額と同額の「その他

手当」が給与の一部として支給されているところ、当該「その他手当」に見合う厚生年

金保険料は控除されていないことが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間③について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年12月10日、16年７月10日、18年７月10日及び同年12月10日

の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間①、②、⑥

及び⑦に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、15 年 12 月 19 日及び

16年７月16日は15万円、18年７月19日は20万円、同年12月20日は38万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年12月19日 

             ② 平成 16年７月16日 

             ③ 平成 16年12月10日 

④ 平成 17年７月10日 

             ⑤ 平成 17年12月10日 

             ⑥ 平成 18年７月19日 

             ⑦ 平成 18年12月20日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は年金の給付

に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②、⑥及び⑦について、Ａ社から提出された手当一覧及び同社の複数の

従業員から提出された賞与明細書から判断すると、申立人は、当該期間において賞与の

支払を受け、その主張する標準賞与額（申立期間①及び②は 15 万円、申立期間⑥は 20

万円、申立期間⑦は 38 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

  



れていたと認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の当該期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社

会保険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③、④及び⑤について、Ａ社から提出された手当一覧により、申立人

が主張しているとおり賞与が支払われていたことが推認できるが、同社の複数の従業員

から提出された平成 16年12月度及び17年12月度の給与明細書によると、上記手当一

覧に記載された賞与額と同額の「その他手当」が給与の一部として支給されているとこ

ろ、当該「その他手当」に見合う厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

   また、Ｂ市から提出された申立人の課税元金情報における平成 17 年所得分の社会保

険料額は、オンライン記録で確認できる申立人の各月における標準報酬月額から算出し

た社会保険料額と上記手当一覧に記載された 17年７月及び同年12月の賞与額から算出

した雇用保険料のみの額との合計額とおおむね一致することが確認できることから、当

該賞与からは厚生年金保険料が控除されていなかったものと考えられる。 

   このほか、申立人の申立期間③、④及び⑤における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間③、④及び⑤について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②、④、⑤及び⑥に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、申立期間①及び②については年金額の計算の基礎となる

標準賞与額とならない記録とされ、また、申立期間④、⑤及び⑥については年金額の計

算の基礎となる標準賞与額は訂正前の記録（20 万円）とされているが、申立人は、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下｢特例法｣という。）に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録

を、平成 16年８月 12日は７万 9,000円、同年 12月 18日は 19万 5,000円、18年７月

10日及び同年 12月13日は24万5,000円、19年７月19日は23万6,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（申立期間④、

⑤及び⑥の訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月12日 

             ② 平成 16年12月18日 

             ③ 平成 17年７月15日 

             ④ 平成 18年７月10日 

             ⑤ 平成 18年12月13日 

             ⑥ 平成 19年７月19日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①及び②の標準賞与額

の記録が無く、また、申立期間③から⑥までの標準賞与額が支給された賞与額と違っ

ている。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、訂正後の記録は年金の給付

に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された月別給与一覧表（賞与）により、申立人は、申立期間①及び②に

  



同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除され、また、申立期間④、⑤及び⑥については、厚生年金保険料控除額及び賞与額に

見合う標準賞与額が、訂正前のオンライン記録の標準賞与額より高額であることが認め

られる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記月別給与一覧表において確認で

きる厚生年金保険料控除額又は賞与額から、平成 16年８月12日は７万9,000円、同年

12月 18日は 19万 5,000円、18年７月 10日及び同年 12月 13日は 24万 5,000円、19

年７月19日は23万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、当該期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

また、申立期間③については、上記月別給与一覧表において確認できる厚生年金保険

料額に見合う標準賞与額は、オンライン記録により確認できる標準賞与額より低額であ

ることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

  



関東東京厚生年金 事案25318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 21年６月 15日、同年 12月15日及び22年６月15日に係る標準賞与額

については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を、21 年６月 15 日

は 18万 7,000円、同年 12月 16日は 18万 3,000円、22年６月 15日は 19万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 21年６月15日 

② 平成 21年12月16日 

③ 平成22年６月15日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は事後訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に反映されないので、

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書及び預金通帳の写しにより、申立人は、申立期間に

おいて賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書において確認できる

  



厚生年金保険料控除額から、平成 21年６月 15日は 18万 7,000円、同年 12月 16日は

18万3,000円、22年６月 15日は19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に照会したものの回答は得られず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）及び年金事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行

ったとは認められない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 100万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月12日 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。申立期間に賞与を受けているので、調査して記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された「2007 年冬賞与」に係る賃金台帳、平成 19 年分給与所得退職所

得に対する所得税源泉徴収簿及び普通預金通帳の写しにより、申立人は、申立期間にお

いて賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記賃金台帳において確認できる厚生年金

保険料控除額及び賞与額から、100万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社

会保険事務所は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を昭和

38 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年５月30日から同年６月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

において同社からＣ社に異動したが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の管理部担当者の供述並びに同僚及び従業員の回答から判断すると、申立人は、

Ａ社及び同社の関連会社であるＣ社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   なお、異動日について、上記担当者は、申立人の申立期間における異動は事業統合に

伴うものであり、申立人のＣ社における資格取得日を昭和 38 年６月１日と届け出てい

ることから、同日であると思われる旨供述していることから判断すると、同日とするこ

とが相当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 38 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は不明としているが、同社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書において申立人に係る資格喪失日が昭和 38年５月30日と記載されていることから、

事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

  



納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 26 万円とされて

いるところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額

の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万円とされているが、申立人は、申立

期間について、その主張する標準報酬月額（26 万円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間

における標準報酬月額に係る記録を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額（22 万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 22年９月１日から 23年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の報酬月額より低額で

記録されている。同社は、平成 22 年の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定

基礎届の報酬月額を誤って諸控除後の金額で届け、その後、年金事務所に訂正の届出

を行ったが、時効により訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付するこ

とができず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初 22 万円と

記録されたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 26 年１

月24日に22万円から 26万円に訂正する届出がされたところ、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬

月額（26 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（22 万円）となっている。 

しかしながら、Ａ社から提出された申立人に係る給与明細書から、申立期間について、

その主張する標準報酬月額（26 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

  



ら控除されていたと認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間に係る報酬月額の届出を年金事務所に誤って提出し、また、当該標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、28 万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 22 万円とされているが、申立人は、申

立期間①のうち、平成 23年２月１日から24年１月１日までの期間について、当該訂正

前の記録を上回る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該

期間の標準報酬月額に係る記録を 24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 
また、申立人の申立期間②から④までに係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、申立人の当該

期間の標準賞与額に係る記録を、平成 22年 12月 24日は 33万 6,000円、23年６月 24

日及び同年12月22日は34万5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 22年６月19日から24年１月１日まで 

② 平成 22年12月24日 

③ 平成23年６月24日 

④ 平成 23年12月22日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①の標準報酬月額が実際の報酬額に見合

う標準報酬月額と相違している。また、申立期間②から④までに係る賞与が同社から

支給され、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、同社は、当該賞与につ

  



いて２年以内に届出を行っておらず、その後、届出を行ったが、厚生年金保険料は時

効により納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の当該期間における標準報

酬月額は、当初 22 万円と記録されたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効によ

り消滅した後の平成 26年２月19日及び同年３月３日に22万円から28万円に訂正す

る届出がされたところ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（28 万円）ではなく、当初

記録されていた標準報酬月額（22万円）となっている。 

しかしながら、Ａ社から提出された「給与計算書」により、申立期間のうち、平成

23 年２月から同年 12 月までの期間について、申立人は、訂正前の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料よりも高い額を事業主により給与から控除されていたと認められ

ることから、当該期間の標準報酬月額については、上記計算書において確認できる保

険料控除額から、24万円とすることが妥当である。 
なお、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主に

よる納付義務の履行については、事業主は納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 22年６月から23年１月までの期間について、上記

給与計算書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記

録の標準報酬月額と一致していることが確認できることから、当該期間は特例法に基

づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

２ 申立期間②から④までについて、Ａ社から提出された「賞与計算書」から、申立人

は、平成22年12月24日は33万6,000円、23年６月24日及び同年12月22日は 34

万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたと認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が当該期間当時に手続を

誤ったとして届出を行っていることから、年金事務所は、申立人に係る当該期間の標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月 10 日は１万

2,000円、同年 12月 10日は 15万円、16年７月 10日は 20万円、同年 12月 10日は 19

万5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月10日 

             ② 平成 15年12月10日 

             ③ 平成 16年７月10日 

             ④ 平成 16年12月10日 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。申立期間に賞与

の支払を受けているので、調査して、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与に係る明細及び同社の回答により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与に係る明細において確認で

きる厚生年金保険料控除額から、平成 15年７月10日は１万2,000円、同年12月10日

は 15万円、16年７月 10日は 20万円、同年 12月 10日は 19万 5,000円とすることが

妥当である。 

  



なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を行っておらず、当該賞与に係る保険料について納付し

ていないことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案25324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平成 15

年 10月は 22万円、同年 11月は 28万円、同年 12月及び 16年１月は 24万円、同年２

月から同年８月までは 22万円、同年９月から同年 12月までは 24万円、17年１月及び

同年２月は 26 万円、同年３月及び同年４月は 24 万円、同年５月は 22 万円、同年６月

は 24万円、同年７月及び同年８月は 22万円、同年 10月から同年 12月までは 22万円、

18年１月は 26万円、同年２月は 24万円、同年３月から同年９月までは 22万円、同年

10月は26万円、同年 11月及び同年 12月は24万円、19年１月は26万円、同年２月は

28 万円、同年３月から同年６月までは 24 万円、同年７月及び同年８月は 22 万円、同

年９月は24万円、同年 10月は 26万円、同年11月から21年９月までは24万円、同年

10月から 22年５月までは 26万円、同年６月から同年８月までは 24万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年10月１日から22年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、厚生年金保険料控除額に

見合う標準報酬月額と相違している。給料支払明細書を提出するので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

  



したがって、申立期間のうち、平成 15年 10月から 17年８月までの期間及び同年 10

月から 22 年８月までの期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料支

払明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額から、15 年 10 月は 22 万円、

同年 11月は 28万円、同年 12月及び 16年１月は 24万円、同年２月から同年８月まで

は 22 万円、同年９月から同年 12 月までは 24 万円、17 年１月及び同年２月は 26 万円

同年３月及び同年４月は 24 万円、同年５月は 22 万円、同年６月は 24 万円、同年７月

及び同年８月は 22万円、同年 10月から同年 12月までは 22万円、18年１月は 26万円

同年２月は24万円、同年３月から同年９月までは22万円、同年10月は26万円、同年

11月及び同年 12月は 24万円、19年１月は 26万円、同年２月は 28万円、同年３月か

ら同年６月までは 24 万円、同年７月及び同年８月は 22 万円、同年９月は 24 万円、同

年 10月は 26万円、同年 11月から 21年９月までは 24万円、同年 10月から 22年５月

までは26万円、同年６月から同年８月までは 24万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成 17 年９月について、上記明細書において確認できる保

険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致しているこ

とが確認できることから、特例法に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は実際の給料より低い報酬月額を届け出たとしていることから、社会保険事務所（当

時。平成 22 年１月以降にあっては、年金事務所）は、上記明細書において確認できる

報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。

 

、

、

 

  



関東東京厚生年金 事案25286 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年から28年まで 

② 昭和 28年２月から30年８月まで 

③ 昭和 30年９月から31年12月まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務した申立期間②及びＣ社に勤務した申立期

間③の加入記録が無い。勤務していたことは確かであり、当時の写真を提出するので、

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社における勤務を証明する資料として同社の店

頭において同僚と写したとする写真を提出しているものの、当該写真からは撮影時期

を特定することができない上、申立人は同僚の名前を記憶していないことから、申立

期間①に係る申立人の勤務実態について確認することができない。 

また、適用事業所名簿によると、Ａ社は昭和 40 年７月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間①当時は適用事業所でないことが確認できる。 

さらに、商業・法人登記簿謄本により、Ａ社は解散していることが確認できる上、

事業主は既に死亡しており、申立人は上記同僚を含むほかの同僚の名前を記憶してい

ないことから、申立期間①に係る申立人の勤務及び保険料控除等について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｂ社における勤務を証明する資料として同僚と写

  



したとする写真を提出しているものの、当該写真からは撮影時期を特定することがで

きない上、申立人は同僚の名前を記憶していないことから、申立期間②に係る申立人

の勤務実態について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る商業登記の記録は確認できない上、適用事業所検索システムにお

いても、同社が厚生年金保険の適用事業所であったことを確認することができない。 

さらに、オンライン記録において、申立人がＢ社の事業主として名前を挙げた者を

特定することができないため、申立期間②に係る申立人の勤務及び保険料控除等につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

３ Ｃ社の元従業員の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務

していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録により、Ｃ社は昭和 32 年８月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間③当時は適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ｃ社は既に適用事業所でなくなっている上、申立人が記憶する事業主及びチ

ーフデザイナーは住所が不明であり、同僚二人は同社に係る健康保険厚生年金保険事

業所別被保険者名簿において名前を確認することができないことから、これらの者か

ら申立人の申立期間③に係る保険料控除等について確認することができない。 

さらに、Ｃ社が適用事業所となった日に資格取得している 24 人のうち住所が確認

できた８人に照会し、６人（上記元従業員を含む。）から回答があったものの、申立

人の申立期間③に係る厚生年金保険料の控除について供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案25290（事案1842、12746及び20407の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年１月１日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、平成８年５月 28日から９年３月25日までの厚生年金

保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し立てたが、同年１月１日以降の期間に

ついては記録を訂正できないとの通知を受けた。しかし、同社の元社長は、私の申立

内容は事実で、給料も同年３月まで支払われていた旨証言しており、同委員会の判断

には納得できない。改めて、同年１月１日から同年４月１日までを申立期間として、

再申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当初、Ａ社に勤務した期間のうち、平成８年５月28日から９年３月25日

までの期間の厚生年金保険の加入記録が無いため、当該期間を申立期間として年金記録

の訂正を申し立てている。 

しかしながら、Ａ社が加入していたＢ健康保険組合の記録では、申立人の被保険者資

格の喪失日は平成８年５月 28 日となっており、オンライン記録の資格喪失日と一致し

ていること、また、申立人から提出のあった同年分の確定申告書及び給与支払報告書に

記載されている社会保険料の控除額は、申立人の同社における５か月分の社会保険料と

ほぼ同額で、同社における厚生年金保険料の控除は翌月控除方式であったことから、当

該社会保険料は、申立人の加入記録がある７年 12 月から８年４月までの分であり、同

社は、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除していなかったものと認

められるとして、既に年金記録確認Ｃ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき 21 年

３月18日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、新たな資料 10 点を提出して再申立てを行い、Ｄ銀行Ｅ支店作成

の申立人名義に係る取引明細（平成８年５月から９年３月まで）及びＦ社における平成

８年２月分の給与明細書等から、申立期間も厚生年金保険の被保険者であったと主張し

  



ている。 

しかしながら、上記取引明細の振込額では明細が不明であり、厚生年金保険料の控除

について確認することができないこと、また、申立人は、上記取引明細で平成８年８月

30 日から９年１月 31 日までの期間において、６回にわたり振り込まれていることにつ

いて、Ａ社の元社長及びその妻である元経理担当者が、申立人の同社での８年８月から

９年１月までの期間の給与として振り込んだものであると主張しているため、両者に照

会したが回答を得ることができなかったこと等により、再度、年金記録確認Ｃ地方第三

者委員会の決定に基づき 22年11月４日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

これに対し、申立人は、新たにＡ社の旧社名であるＦ社発行の平成８年 11 月分の給

料明細書等を提出し、３回目の申立てを行っている。 

その結果、Ａ社の元社長は、当該給料明細書は同社で発行したものであると認め、申

立期間のうち、給料明細書の無い平成８年６月から同年 10月まで、同年12月及び９年

１月の分の給料についても、前回の申立ての際提出された取引明細に記入されている振

込額は、同社が振り込んだものであると回答していること、また、上記の８年 11 月分

の給料明細書によると、厚生年金保険料が控除されていることが確認でき、当該給料明

細書で確認できる振込額（37 万 6,856 円）は、上記の取引明細で確認できる同年８月

から９年１月までの分の各月の給与の振込額と一致していることが確認できること等か

ら、申立人は、申立期間のうち、８年５月 28 日から９年１月１日までの期間において、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められたところである。 

一方、申立期間のうち、平成９年１月１日から同年３月 25 日までの期間については、

上記の取引明細で給料の振込みを確認することができない等の理由から、既に年金記録

確認Ｃ地方第三者委員会の決定に基づき 23年９月28日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回の４回目の申立てに当たり、申立人は、Ａ社の元社長は、申立内容は事実である

と証言しており、前回の申立てにおいて、平成９年３月まで給料は支払われていたと記

名押印した資料を提出しているにもかかわらず認められないのは納得できないとして、

新たな資料として、申立人が代表取締役を務めるＧ社等に関する記事等を提出するとと

もに、申立期間を同年１月１日から同年４月１日（これまでの申立期間の終期を同年３

月25日から同年４月１日に延長）として再申立てを行っている。 

しかしながら、今回改めて、Ａ社の元社長に対し照会を行ったが、回答を得ることが

できず、同社が倒産に至った経緯、申立期間における同社の厚生年金保険の適用状況、

申立人の勤務及び保険料控除の実態等について確認することができなかった。 

また、申立人が新たに提出した資料は、申立人自らが代表取締役を務めるＧ社等に関

するものであり、申立事業所であるＡ社における今回の申立期間に係る厚生年金保険料

の控除について確認することができない。 

さらに、申立人の求めに応じ、平成 26年５月27日に開催した口頭意見陳述において、

申立人は、Ａ社で申立期間に厚生年金保険に加入していないことを知っていれば、Ｇ社

  



で当然加入するはずである等と主張し、追加資料として社員総会議事録等を提出したが、
しんしゃく

申立人の陳述及び申立人から追加提出された資料を 斟酌 しても、申立期間における厚

生年金保険料の控除を推認するまでには至らない。 

これらのことから、申立人が今回の申立ての理由としている事情は、年金記録確認Ｃ

地方第三者委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほか、

同委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が、

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25291 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年７月 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無いの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が平成15年８月 11日に社会保険事務所（当時）に提出した健康保険厚生年金保

険被保険者賞与支払届によると、賞与支払日は同年７月 10 日、申立人に対する賞与支

払額は０円と記載されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本から、同社は、平成25年11月＊日付けで株

主総会の決議により解散したことが確認でき、同社の元経理担当者は、申立人に対する

賞与の支給及び保険料控除が確認できる賃金台帳等の資料は保存されていない旨供述し

ている。 

さらに、申立人が記憶する申立期間当時の給与振込先金融機関は、預金取引推移表等

の資料は保存期間経過のため保存されていないとしており、申立人に対して賞与が支給

されたことを確認することができない。 

このほか、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25325（事案1890及び10121の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年１月から34年４月11日まで 

             ② 昭和 35年３月から36年８月１日まで 

             ③ 昭和 37年10月から38年２月11日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）、Ｃ社（現在は、Ｄ社）及びＥ社に勤務した期間のうち、申

立期間①、②及び③の加入記録が無いので、当該期間について勤務実態に即した記録

に訂正してほしい旨の申立てを行ったが、それぞれ厚生年金保険料を事業主により控

除されていたことを認めることはできないとの理由で記録の訂正はできない旨の回答

をもらった。その後、当該決定には納得いかないので、当該期間について再度調査し、

勤務実態に即した記録に訂正してほしい旨の再申立てを行ったが、前回と同様に、そ

れぞれ厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを認めることはできないと

の理由で記録の訂正はできない旨の回答をもらった。前回、前々回の決定に納得いか

ないので、新たな資料は無いが、当該期間について再度調査し、勤務実態に即した記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人がＡ社に当該期間を含め勤務していたことは推認でき

るものの、Ｂ社は申立期間①当時の人事関係資料を保存していないことから、申立人の

Ａ社における勤務状況や厚生年金保険料の控除等について確認できないとしている。 

また、Ａ社の元従業員の供述から、同社では、入社後６か月から３年程度は厚生年金

保険に加入させていなかったことが確認できる。 

申立期間②については、当該期間のうち、昭和 35 年３月から 36 年６月 25 日までの

期間についてはＡ社での厚生年金保険の加入記録があることから、申立期間②のうち

35年３月から 36年６月24日までの期間についてはＣ社での勤務は認められない。 

また、Ｃ社は申立期間当時の人事関係資料を保存していないことから、申立人の同社

  



における勤務状況や厚生年金保険料の控除等について確認できないとしており、従業員

からも申立人の勤務状況等に係る供述を得ることはできず、申立期間②のうち、昭和

36 年６月 25 日から同年８月１日までの期間において、申立人が同社に勤務していたこ

とが確認できない。 

申立期間③に係る申立てについては、Ｅ社は既に適用事業所に該当しなくなっており、

同社の事業主も死亡していることから、申立人の同社における勤務状況及び厚生年金保

険料の控除等について確認することができない。 

また、従業員の供述により、申立人が申立期間③においてＥ社に勤務していたことを

確認することができない。 

以上のことから、申立期間①、②及び③について厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできないとして、既に年金記録確認Ｆ地方第三者委

員会（当時）の決定に基づき平成 21年３月25日付けで年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

その後、申立人は、上記決定に納得できないとして、申立期間①、②及び③について

再申立てを行い、新たな資料として自身が所持している基礎年金番号情報照会回答票を

提出しているものの、当該資料からは、年金記録確認Ｆ地方第三者委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が、厚生年金保険の被保険者

として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認めることはできないとして、既に同委員会の決定に基づき平成 22 年６

月23日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、前回、前々回の決定は納得できないとして、勤務実態に即した記録

に訂正してほしいと、申立期間①、②及び③について再申立てを行っている。 

しかしながら、新たに確認された申立期間①及び③に係る写真からは当該期間に係る

申立人の勤務及び保険料控除を確認することができず、申立期間②については新たな資

料が確認できないことから、年金記録確認Ｆ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情は見当たらず、申立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、

②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

 

 

  




